
　本書は、「総説」及び「①看護関連施設基準等と診
療報酬」、「②入院時食事療養及び入院時生活療養、栄
養関連診療報酬」の ２編から成り、それぞれの構成は
次の通りとした。

第 １部�　診療報酬における入院医療と看護技術の評価
第 ２部�　診療報酬における食事及び栄養関連の評価
第 ３部�　診療報酬請求に係る留意点
令和 4年度改定に係る経過措置

　「基本診療料（入院・看護関連）」と「特掲診療料
（看護関連）」とに大別し、それぞれ医科点数表の診療
行為項目ごとに、算定のために必要な情報をまとめ
た。各項目の冒頭で要点を述べ、以下次のような順序
で詳細を掲載した。
⑴　施設基準
　当該項目の施設基準等のうち、告示で定められてい
る事項を掲載した。
基�本診療料の施設基準等（平成20年 ３ 月 ５ 日厚生労働
省告示第62号；今回改正令和 4年 ３月 4日厚生労働
省告示第55号／最終改正令和 4年 9月 5日厚生労働
省告示第270号）
　�　なお、当該箇所の改正履歴を略記した。このう
ち、〈平22〉は平成22年 ３ 月 ５ 日厚生労働省告示第
72号、〈平24〉は平成24年 ３ 月 ５ 日厚生労働省告示
第77号、〈平26〉は平成26年 ３ 月 ５ 日厚生労働省告
示第58号、〈平28〉は平成28年 ３ 月 ４ 日厚生労働省
告示第53号、〈平30〉は平成30年 ３ 月 ５ 日厚生労働
省告示第４４号、〈令 ２〉は令和 ２年 ３月 ５日厚生労
働省告示第58号、〈令 ４〉は上記今回改正に係る告
示による改正をそれぞれ示す。その他の告示による
改正については、〈平20告示532〉のように告示番号
も明記している。改正が数次にわたる場合、最初の
告示のみに「平」「令」の表記を行っている。
　例：〈平20告示532/22/24〉、〈平22/24/令 ２ / ４ 〉
特�掲診療料の施設基準等（平成20年 ３ 月 ５ 日厚生労働
省告示第63号；今回改正令和 4年 ３月 4日厚生労働
省告示第56号／最終改正令和 ４年 ９月 ５日厚生労働
省告示第271号）

　�　なお、当該箇所の改正履歴を略記した。このう
ち、〈平22〉は平成22年 ３ 月 ５ 日厚生労働省告示第
73号、〈平24〉は平成24年 ３ 月 ５ 日厚生労働省告示
第78号、〈平26〉は平成26年 ３ 月 ５ 日厚生労働省告
示第59号、〈平28〉は平成28年 ３ 月 ４ 日厚生労働省
告示第54号、〈平30〉は平成30年 ３ 月 ５ 日厚生労働
省告示第45号、〈令 ２〉は令和 ２年 ３月 ５日厚生労

働省告示第59号、〈令 ４〉は上記今回改正に係る告
示による改正をそれぞれ示す。その他の取扱いにつ
いては、基本診療料に係る告示の改正履歴の表記と
同様とした。

⑵　取扱い通知
　施設基準等及び届出に関する取扱いを整理し、か
つ、該当届出様式を収載した。
基�本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続き
の取扱いについて（令和 4年 ３月 4日保医発0304第
２ 号）

特�掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続き
の取扱いについて（令和 4年 ３月 4日保医発0304第
３ 号）

　なお、必要に応じ、疑義解釈資料（事務連絡）を載
せた。施設基準等に関係するものには　と付した。
⑶　診療報酬（点数表と留意事項通知）
　施設基準の届出保険医療機関において算定できる所
定点数・加算点数（告示）と取扱上の留意事項（通
知）を整理して載せた。
診�療報酬の算定方法（平成20年 ３ 月 ５ 日厚生労働省告
示第59号；今回改正令和 4年 ３月 4日厚生労働省告
示第54号／最終改正令和 ４年 ９月 ５日厚生労働省告
示第269号）
診�療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事
項について（令和 4年 ３月 4日保医発0304第 １ 号）

※�　上記の告示・通知については、令和 4年度改定に
おいて実質的な変更があった部分には下線（10月改
定分については二重下線）を付して示した（全体が
新設の場合は　と付した）。

　入院時食事療養費及び入院時生活療養費の算定のた
めに必要な情報をまとめた。また、栄養関連診療報酬
に関する諸規定を掲載した。さらに参考通知を付した。

　以上のほか、巻末に以下の資料等を掲載した。
①療養担当規則及び関連通知
②看護職員の処遇改善に関する診療報酬上の取扱い
③�新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時
的な取扱い

④令和 4年 9月30日を期限とする経過措置の取扱い
⑤索引
⑥�地方厚生（支）局・都府県事務所等一覧

●�本書は、令和 4年（2022年）10月 １ 日段階での法
令・通知・事務連絡等に基づき作成した。
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特掲診療料（看護関連）の施設基準等と診療報酬編
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診療報酬における入院医療と
看護技術の評価

第1部

　医科点数表は、基本診療料（初・再診料、入院基本料等）と特掲診療料（医学管理等、在宅医療、
検査等の医療技術料）から成り立っており、これに薬剤費及び材料費、入院の場合はさらに入院時食
事療養費又は入院時生活療養費を合わせて診療報酬となる。
　

　医科点数表における看護技術の評価形態は、大きく①入院医療、②外来医療、③在宅医療に分けて
考えることができる。
　①入院医療においては、入院料（寝具類を含む療養環境の提供、看護師等の確保、医学的管理等に
関する費用を総合的に評価した「入院基本料」、「入院基本料等加算」、「特定入院料」）として、看護
職員の配置の厚さ等を基準とする診療報酬が設定されている。令和元年度でみると、医科診療医療費
は国民医療費全体（44兆3,895億円）の72.0％（入院医療費38.1％、入院外医療費33.9％）である。社
会医療診療行為別統計では、入院における１日当たり点数のおよそ35.4％が入院料等（入院基本料、
入院基本料等加算、特定入院料。DPC分は含んでいない。）という結果が示されているので、いわゆ
る入院料は、国民医療費全体の1/7弱（約６兆円）を占めていると推計することができる。
　②外来医療については、従来から初・再診料、処置料などにおいて、医師及び看護職員の技術料と
して包括して評価されている。なお看護職員の技術は、診療の補助サービスとして評価されている。
　③在宅医療については、医科点数表における看護技術の新たな評価領域として、急速に拡大しつつ
ある。現に、2025年（令和７年）を目途に構築が進められている地域包括ケアシステムの姿において
は、在宅医療及び訪問サービスは重要な位置づけを占めており、看護職員の活躍が必要不可欠である。
　一方、入院・入院外の双方で、所定の知識・技術を有する看護師等を専従もしくは専任で配置させ
てサービスを提供することを評価した診療報酬は定着し、さらに増加傾向にある（入院基本料等加算、

Ⅰ　看護技術の位置づけ
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医学管理等、在宅医療等）。国民医療費全体への影響を勘案しつつ保険診療で確保することがふさわ
しい医療について、体制、技術力（有用性及び普及性）、難易度、時間帯を踏まえた診療報酬上の評
価を議論した結果、看護職員によるいくつかの指導や管理等の技術については、経済効率を見込んだ
上でも必要かつ適切な診療行為として、新たな評価が行われるようになっている。
　こうした診療行為のほとんどは、特定の技術者によって単独でなされるというのではなく、必要な
ことをそれぞれの技術を有する者が持ち寄って、診療行為が安全確実に実施され、また、より効率よ
く提供されるように、各保険医療機関において適切にチームを組み、あるいは組織上の位置づけを明
確にするなどの体制整備を行った上で、保険医療機関の責任で提供される。従って各医療関係者は、
病棟や外来といった各々の配属先で求められる業務のみならず、その保険医療機関が目指す医療全体
の質の確保を担う一員として業務を行っていることを十分に認識することが必要であり、それがひい
ては、個々の患者への最大限のきめ細かなサービスの提供につながることとなる。
　前述のような診療報酬体系の変化に伴って、看護師等の働き方も多様化している。例えば、医療安
全管理者や褥瘡管理者のように、専従とする業務分野については施設全体を活動の拠点とする働き方
が可能となり、他方、自分の働きたい時間・働ける時間に勤務する短時間夜勤に専従する非常勤職員
や産休、育児・介護休業の制度の活用等の例も増えてきた。さらに、多様化への対応として、現場の
負担の軽減や人材の確保の必要性が高まっている。診療報酬においては、看護職員の負担軽減、処遇
改善を念頭に現場の実態を踏まえ、体制整備の要件化、専従要件の緩和、兼務した場合の取扱いの見
直しなどを行ってきた。
　個々の患者へのケアを安全確実に提供するためには、組織全体の経営理念や人材育成を含む質・量
両面からの計画的な確保・充実が今後いっそう求められることとなる。本書をご利用なさる方々には、
そうした観点から、入院医療、外来医療、在宅医療の領域での看護技術の評価体系、専従配置又は専
任配置として位置づけられた看護技術の評価のあり方を読み解いていただきたい。

　保険医療機関が入院患者に係る入院基本料等の入院料を算定するためには、あらかじめ所在地の地
方厚生（支）局長に対して、一定様式による届出書を提出しなければならない（実際の提出地は、巻
末参照）。地方厚生（支）局長は、その届出書を基に基本診療料の施設基準等に適合しているかどう
かを審査し、届出受理の可否を決定する。受理された保険医療機関は、入院基本料と入院基本料等加
算又は特定入院料の算定が認められ、入院患者１人１日当たりで請求し、支払基金等から診療報酬と
して支払われることとなる。

（1）入院基本料及び特定入院料の算定要件（通則）
　届出においては、看護実質配置、看護師比率、平均在院日数が核となる基準であるが、これらとは
別に算定に際しての前提として、次の要件を満たすことが必要である。
１　入院診療計画
　・�総合的な診療計画を医師、看護師等が共同で策定し、患者に対し文書により説明すること。
　・説明に用いた文書の写しを診療録に貼付すること。
２　院内感染防止対策

Ⅱ　看護技術と診療報酬点数のしくみ

１．入院料等
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　・�院内感染防止対策委員会（病院長又は診療所長、看護部長、薬剤部門の責任者、検査部門の責任
者、事務部門の責任者、感染症に関し相当の経験を有する医師等の職員から構成されること）が
定期的に開催されていること。

　・�病院の疫学情報として把握・活用する目的で、検査部で週１回程度の感染情報レポートを作成し、
充分に活用される体制であること。

　・�職員等の流水による手洗い励行を徹底し、各病室に水道又は速乾式手洗い液等の消毒液が設置さ
れていること。

３　医療安全管理体制
　・安全管理のための指針が整備され、文書化されていること。
　・安全管理のための医療事故等の院内報告制度（報告、分析、改善策実施）が整備されていること。
　・安全管理の責任者等で構成される安全管理のための委員会が、月１回開催されていること。
　・安全管理の体制確保のための計画的職員研修が、年２回程度開催されていること。
４　褥瘡対策
　・�褥瘡対策に係る専任の医師及び褥瘡看護に関して臨床経験を有する専任の看護職員から構成され

る褥瘡対策チームが設置されていること。また、褥瘡対策チームの構成メンバー等による褥瘡対
策に係る委員会が定期的に開催されることが望ましい。

　・�日常生活の自立度が低い入院患者につき褥瘡に関する危険因子の評価を行い、褥瘡に関する危険
因子のある患者及び既に褥瘡を有する患者につき、褥瘡対策チームの医師及び看護師が適切な褥
瘡対策の診療計画の作成、実施及び評価を行うこと。

　・�患者の状態に応じて、褥瘡対策に必要な体圧分散式マットレス等を適切に選択し使用する体制が
整えられていること。

　・�毎年７月に褥瘡患者数等を届け出ること。
５　栄養管理体制
　・当該病院である保険医療機関に常勤の管理栄養士が１名以上配置されていること。
　　＊�管理栄養士を確保できない場合、非常勤の管理栄養士または常勤の栄養士を確保していれば、

入院の所定点数から１日当たり40点控除した点数で算定できる。
　　＊�栄養管理体制は、診療所の入院基本料の要件とされていない。（栄養管理実施加算あり。）
　・�管理栄養士、医師、看護師等で栄養管理を行う体制を整備し、栄養管理手順を作成すること。
　・�入院時に特別な栄養管理が必要と医学的に判断される患者について患者ごとの栄養状態の評価を

行い、医師、管理栄養士、薬剤師、看護師その他の医療従事者が共同して、入院患者ごとの栄養
状態、摂食機能及び食形態を考慮した栄養管理計画を作成していること。

　・�当該栄養管理計画に基づき入院患者ごとの栄養管理を行うとともに、栄養状態を定期的に記録し
ていること。

　・�当該栄養管理計画に基づき患者の栄養状態を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直して
いること。

（2）入院基本料
　入院基本料は、医療機関及び病棟の機能に着目して病院７種類（一般病棟入院基本料、療養病棟入
院基本料、結核病棟入院基本料、精神病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料、専門病院入院基本
料、障害者施設等入院基本料）、診療所２種類（有床診療所入院基本料、有床診療所療養病床入院基
本料）が設定されている。算定は病棟単位あるいは患者単位で行われる。
　入院基本料は通常必要とされる療養環境（寝具を含む）の提供、看護、医学的管理に要する費用を
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含んでいるが、療養病棟入院基本料及び有床診療所療養病床入院基本料では、さらに検査、投薬、注
射及び病理診断並びに一部の画像診断及び処置を含んだものとなっている。
　各入院基本料は、看護職員実質配置、看護師比率（病院のみ）、平均在院日数（療養病棟、結核病棟、 
障害者施設等、診療所を除く）、看護補助者配置（療養病棟、有床診療所療養病床のみ）、重症度、 医
療・看護必要度の測定（療養病棟、障害者施設等、診療所を除く）という基準指標によって細かく区
分されている（基準指標は他にもあり、例えば急性期一般入院料１については、在宅復帰・ 病床機
能連携率及び医師配置の基準がある）。当該区分の入院基本料を届け出るためには、定められている
基準全てを満たさなければならない。例えば、一般病棟において、看護職員実質配置と看護師比率は
急性期一般入院料１を算定できる基準を満たしているが、平均在院日数基準（18日以内） を下回る場
合には、その平均在院日数が満たすことになる下位の区分（21日以内ならば急性期一般入院料２～４、
24日以内ならば地域一般入院基本料１、等）の入院基本料となる。

（3）入院基本料等加算
　入院基本料等加算は71種類設定されているが、大多数の加算には施設基準があり、その算定単位は
医療機関単位、病棟単位、病室単位、患者単位のいずれかに決められている。

看護関連の入院基本料等加算

加算名 看護師等の要件の概要

A200-2急性期充実体制加算★ 院内迅速対応チームに救急又は集中治療の経験を有し、研修を修了し
た専任の看護師が必要

A207-3急性期看護補助体制加算 昼夜の看護補助者の数が、常時、入院患者一定数に対して1人以上
A207-4看護職員夜間配置加算 夜勤看護職員数が、常時、入院患者12人又は16人ごとに1人以上
A211特殊疾患入院施設管理加算 1日に看護等を行う看護職員又は看護補助者の人数が、常時、入院患

者一定数に対して1人以上（有床診療所の場合、正看比率要件あり）
A213看護配置加算 病棟において、看護職員の最小必要数の7割以上が看護師
A214看護補助加算 昼夜の看護補助者の数が、常時、入院患者一定数に対して1人以上（曜

日や時間帯で傾斜配置可能）
A219療養環境加算 看護要員の人数が、医療法に定める標準を満たす
A221重症者等療養環境特別加算 重症者等の看護を行うにつき十分な看護師等の配置
A222療養病棟療養環境加算
A222-2療養病棟療養環境改善加算
A223診療所療養病床療養環境加算

医療法施行規則に定める員数以上の看護師等の人数を配置

A223-2診療所療養病床療養環境改善加算 長期にわたる療養を行うにつき十分な看護師等の配置
A226-2緩和ケア診療加算 緩和ケアチームに緩和ケアの経験を有し、研修を修了した専任の常勤

看護師が必要
A226-3有床診療所緩和ケア診療加算 緩和ケアの経験を有する常勤看護師の配置

夜間の看護職員１名以上必要
A228精神科応急入院施設管理加算 医師、看護師等3人以上が、適時、応急入院患者等の診療応需態勢、

また、1日に看護等を行う看護職員及び看護補助者の人数が、常時、
入院患者一定数に対して1人以上（正看比率要件あり）

A230-4精神科リエゾンチーム加算 精神科リエゾンチームに精神科等の経験を有し、研修を修了した専任
の常勤看護師が必要

A231-3依存症入院医療管理加算 医師、看護師等の配置（研修修了者含む）
A233-2栄養サポートチーム加算 栄養サポートチームに研修を修了した専任の常勤看護師が必要
A234医療安全対策加算 加算１は専従、加算２は専任で研修を修了した薬剤師、看護師等の配

置が必要
A234-2感染対策向上加算 感染管理の経験を有し、研修を修了した専任の看護師の配置が必要

（加算２は研修修了要件なし）（加算３は経験要件なし・研修修了が望
ましい）

A234-3患者サポート体制充実加算 相談窓口に専任の看護師（又は他の医療有資格者等）の配置
A234-4重症患者初期支援充実加算★ 入院時重症患者対応メディエーターとして専任の看護師（又は他の医

療有資格者等）の配置
A236褥瘡ハイリスク患者ケア加算 褥瘡管理者として、褥瘡ハイリスク患者のケアの経験を有し、研修を

修了した専従の看護師等の配置
A237ハイリスク分娩等管理加算 常勤の助産師３人以上の配置
A242呼吸ケアチーム加算 呼吸ケアチームに呼吸ケアの経験を有し、研修を修了した専任の看護

師が必要
A242-2術後疼痛管理チーム加算★ 術後疼痛管理チームに、手術室又は周術期管理センター等の勤務経験

を２年以上有し、術後疼痛管理に係る研修を修了した専任の看護師
A246入退院支援加算 入退院支援等に関する経験を有する専従又は専任の看護師の配置
A247認知症ケア加算 加算１　認知症ケアチームに認知症ケアの経験を有し、研修を修了し

た専任の常勤看護師が必要
加算２　加算１と同様の要件の看護師を配置（医師と代替可）＋原則
として、全ての病棟に研修を受けた看護師を３名以上配置
加算３　原則として、全ての病棟に研修を受けた看護師を３名以上配
置

A251排尿自立支援加算 排尿ケアチームに、下部尿路機能障害を有する患者の看護の経験を有
し研修を修了した専任の常勤看護師の配置が必要（排尿ケアチームの
構成員は、外来排尿自立指導料に規定する排尿ケアチームの構成員と
兼任でも可）

★令和４年度改定において新設
※�この表は概要を示したものであり、各項目の具体的な施設基準・算定要件は、告示、通知及び事務連絡（疑義解釈資
料）により規定されている。本書311頁以降におけるそれぞれの項目の内容を参照されたい

※�「経験」　配置する看護師について、「経験」の要件が定められている場合、その経験とは、一般的な医療従事経験では
なく、項目に特有のものが規定されている（例：緩和ケア診療加算→「５年以上悪性腫瘍患者の看護に従事した経験」）
※「研修」　項目ごとに適切とされる内容が規定されている
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（4）特定入院料
　特定入院料は特定の機能又は患者特性に着目して設けられ、その包括範囲はリハビリテーションの
みを出来高評価とする回復期リハビリテーション病棟入院料、精神科専門療法のみを出来高評価とす
る精神科救急急性期医療入院料、精神科急性期治療病棟入院料、精神科救急・合併症入院料、精神療
養病棟入院料、一部加算を除いて包括評価する特殊疾患病棟入院料、緩和ケア病棟入院料など、機能
特性に応じて設定されている。
　一般、精神、感染症病床の病床区分で24種類（いずれも病院）があるが、それぞれ看護配置基準を
含む施設基準が設けられている。算定は、病棟単位、治療室単位、病室単位あるいは患者単位で行わ
れる。

（5）短期滞在手術等基本料
　短期滞在手術等基本料は、日帰り又は４泊５日までで行うことが可能な手術や検査について、必要
とされる職員、設備、フォローアップ体制等の施設基準が定められており、基本診療料、検査、画像
診断、麻酔等の費用を包括している。日帰り手術の場合は、専用の回復室と看護師の配置が必要であ
る。４泊５日の場合は、５日分の入院基本料が含まれている。算定は患者単位で行われる。

加算名 看護師等の要件の概要

A200-2急性期充実体制加算★ 院内迅速対応チームに救急又は集中治療の経験を有し、研修を修了し
た専任の看護師が必要

A207-3急性期看護補助体制加算 昼夜の看護補助者の数が、常時、入院患者一定数に対して1人以上
A207-4看護職員夜間配置加算 夜勤看護職員数が、常時、入院患者12人又は16人ごとに1人以上
A211特殊疾患入院施設管理加算 1日に看護等を行う看護職員又は看護補助者の人数が、常時、入院患

者一定数に対して1人以上（有床診療所の場合、正看比率要件あり）
A213看護配置加算 病棟において、看護職員の最小必要数の7割以上が看護師
A214看護補助加算 昼夜の看護補助者の数が、常時、入院患者一定数に対して1人以上（曜

日や時間帯で傾斜配置可能）
A219療養環境加算 看護要員の人数が、医療法に定める標準を満たす
A221重症者等療養環境特別加算 重症者等の看護を行うにつき十分な看護師等の配置
A222療養病棟療養環境加算
A222-2療養病棟療養環境改善加算
A223診療所療養病床療養環境加算

医療法施行規則に定める員数以上の看護師等の人数を配置

A223-2診療所療養病床療養環境改善加算 長期にわたる療養を行うにつき十分な看護師等の配置
A226-2緩和ケア診療加算 緩和ケアチームに緩和ケアの経験を有し、研修を修了した専任の常勤

看護師が必要
A226-3有床診療所緩和ケア診療加算 緩和ケアの経験を有する常勤看護師の配置

夜間の看護職員１名以上必要
A228精神科応急入院施設管理加算 医師、看護師等3人以上が、適時、応急入院患者等の診療応需態勢、

また、1日に看護等を行う看護職員及び看護補助者の人数が、常時、
入院患者一定数に対して1人以上（正看比率要件あり）

A230-4精神科リエゾンチーム加算 精神科リエゾンチームに精神科等の経験を有し、研修を修了した専任
の常勤看護師が必要

A231-3依存症入院医療管理加算 医師、看護師等の配置（研修修了者含む）
A233-2栄養サポートチーム加算 栄養サポートチームに研修を修了した専任の常勤看護師が必要
A234医療安全対策加算 加算１は専従、加算２は専任で研修を修了した薬剤師、看護師等の配

置が必要
A234-2感染対策向上加算 感染管理の経験を有し、研修を修了した専任の看護師の配置が必要

（加算２は研修修了要件なし）（加算３は経験要件なし・研修修了が望
ましい）

A234-3患者サポート体制充実加算 相談窓口に専任の看護師（又は他の医療有資格者等）の配置
A234-4重症患者初期支援充実加算★ 入院時重症患者対応メディエーターとして専任の看護師（又は他の医

療有資格者等）の配置
A236褥瘡ハイリスク患者ケア加算 褥瘡管理者として、褥瘡ハイリスク患者のケアの経験を有し、研修を

修了した専従の看護師等の配置
A237ハイリスク分娩等管理加算 常勤の助産師３人以上の配置
A242呼吸ケアチーム加算 呼吸ケアチームに呼吸ケアの経験を有し、研修を修了した専任の看護

師が必要
A242-2術後疼痛管理チーム加算★ 術後疼痛管理チームに、手術室又は周術期管理センター等の勤務経験

を２年以上有し、術後疼痛管理に係る研修を修了した専任の看護師
A246入退院支援加算 入退院支援等に関する経験を有する専従又は専任の看護師の配置
A247認知症ケア加算 加算１　認知症ケアチームに認知症ケアの経験を有し、研修を修了し

た専任の常勤看護師が必要
加算２　加算１と同様の要件の看護師を配置（医師と代替可）＋原則
として、全ての病棟に研修を受けた看護師を３名以上配置
加算３　原則として、全ての病棟に研修を受けた看護師を３名以上配
置

A251排尿自立支援加算 排尿ケアチームに、下部尿路機能障害を有する患者の看護の経験を有
し研修を修了した専任の常勤看護師の配置が必要（排尿ケアチームの
構成員は、外来排尿自立指導料に規定する排尿ケアチームの構成員と
兼任でも可）

★令和４年度改定において新設
※�この表は概要を示したものであり、各項目の具体的な施設基準・算定要件は、告示、通知及び事務連絡（疑義解釈資
料）により規定されている。本書311頁以降におけるそれぞれの項目の内容を参照されたい
※�「経験」　配置する看護師について、「経験」の要件が定められている場合、その経験とは、一般的な医療従事経験では
なく、項目に特有のものが規定されている（例：緩和ケア診療加算→「５年以上悪性腫瘍患者の看護に従事した経験」）
※「研修」　項目ごとに適切とされる内容が規定されている

p0012_0083_カンゴ2C_CC2019.indd   16 2022/10/06   16:21:25



Ⅱ　看護技術と診療報酬点数のしくみ

─ 17 ─

　看護職の特性に着目した診療報酬は、医学管理等や在宅医療を中心に、特掲診療料の中にも数多く
設定されている。項目によっては、その専門性を担保するために、施設基準が設けられている。施設
基準の内容は、従事者について、経験年数や研修修了を要件とするものや、専従あるいは専任での配
置を要件とするものが主なものである。なお、看護職員の負担軽減、処遇改善、さらには人材確保の
観点から、非常勤職員の常勤職員換算や兼任可能の措置が拡大してきている。
　例えば、令和４年度改定後の現在、特掲診療料では、次の項目について、看護職員の配置基準が専
従レベルで設定されている（他職種が専従であれば専任でも可、等の設定も含む）。

　また、次の項目では、看護職員の専任レベルでの配置が求められている。

２．看護技術に関連する特掲診療料

項目名 看護師等の要件の概要

B001-2-8外来放射線照射診療料 専従の看護師1人以上の勤務が必要
H000心大血管疾患リハビリテーション料 心大血管疾患リハビリテーションの経験を有する専従看護師の勤

務が必要（他職種の配置状況や算定区分により異なる。他職種に代
替可能の場合あり）（Ⅰは常勤要件もあり、非常勤看護師の常勤換
算可、ⅠⅡとも一部兼任可）

H006難病患者リハビリテーション料 専従の看護師の勤務が必要（一部兼任可）
H007障害児（者）リハビリテーション料 看護師が従事する場合は、障害児（者）リハビリテーションの経験

を有する看護師が常勤・専従であることが必要（非常勤看護師の常
勤換算可、一部兼任可）

I008-2 ～ I010-2精神科ショート・ケア（大規模）
／デイ・ケア（大規模）／ナイト・ケア／デイ・
ナイト・ケア

専従の看護師の配置が必要（作業療法士の代替となる看護師は精神
科ショート・ケア等の経験を有することが必要）（ケアの種類・規
模により他職種に代替可能）（各々兼任可）

l008-2精神科ショート・ケア（小規模）／
l009精神科デイ・ケア（小規模）

専従の看護師の配置が必要（精神科ショートケア又は精神科デイ・
ケアの経験を有していることが望ましい）（各々兼任可）

l015重度認知症患者デイ・ケア料 専従の看護師の配置が必要（精神保健福祉士又は公認心理師の代替
となる看護師は精神科病棟に勤務した経験を有することが必要）

（兼任可の場合あり）
M001-4注３粒子線治療医学管理加算 専従の常勤看護師１名以上の配置が必要（外来放射線照射診療料と

兼任不可）

※�この表は概要を示したものであり、各項目の具体的な施設基準・算定要件は、告示、通知及び事務連絡（疑義解釈資
料）により規定されている。本書791頁以降におけるそれぞれの項目の内容を参照されたい

項目名 看護師等の要件の概要

B001・1ウイルス疾患指導料（注２の加算） HIV感染者の看護経験を有する専任看護師１人以上の配置が必要
B001・16喘息治療管理料
　注２重度喘息患者治療管理加算

専任の看護職員の常時1人以上の配置が必要

B001・20糖尿病合併症管理料 糖尿病足病変患者の看護の経験を有し、研修を修了した専任の看護
師の配置が必要

B001・23がん患者指導管理料（イ、ロ） がん患者の看護の経験を有し研修を修了した専任の看護師１人以
上の配置が必要

B001・24外来緩和ケア管理料 緩和ケアチームに緩和ケアの経験を有し、研修を修了した専任の常
勤看護師が必要

B001・25移植後患者指導管理料 臓器移植等に従事した経験を有し、研修を修了した専任の常勤看護
師の配置が必要
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B001・27糖尿病透析予防指導管理料 透析予防診療チームに糖尿病指導経験を有する専任の看護師又は
保健師が必要（看護師は経験期間によっては研修修了も要件）

B001・31腎代替療法指導管理料 ５年以上看護師として医療に従事し、腎臓病患者の看護について３
年以上の経験を有する専任の常勤看護師の配置が必要

B001・33・1生殖補助医療管理料１★ 看護師等の患者からの相談に対応する専任の担当者の配置が必要
B001・34二次性骨折予防継続管理料★ 専任の常勤看護師の配置が必要
B001-2-5院内トリアージ実施料 救急医療の経験を有する専任の看護師の配置が必要（専任の医師が

行う場合は不要）
B001-2-6夜間休日救急搬送医学管理料
　注３救急搬送看護体制加算

救急患者の受入への対応に係る専任の看護師の配置が必要（B001-
2-5院内トリアージ実施料に係る専任の看護師と兼務可能）

B001-2-12外来腫瘍化学療法診療料★ 化学療法実施時間帯に化学療法の経験を有する専任の看護師の勤
務が必要
患者から電話等による緊急の相談等に24時間対応できる連絡体制
として、専任の看護師等の院内に常時１人以上配置が必要

B001-3-2ニコチン依存症管理料 禁煙治療に係る専任の看護師又は准看護師１人以上の配置が必要
B001-9療養・就労両立支援指導料
　注３相談支援加算

研修を修了した専任の看護師の配置が必要（社会福祉士で代替可）

B005-9外来排尿自立指導料 排尿ケアチームに、下部尿路機能障害を有する患者の看護の経験を
有し研修を修了した専任の常勤看護師の配置が必要（排尿ケアチー
ムの構成員は、排尿自立支援加算に規定する排尿ケアチームの構成
員と兼任でも可）

C004救急搬送診療料
　注４重症患者搬送加算★

重症患者搬送チームに看護師の配置が必要（経験を有し、研修を修
了した専任の看護師であることが望ましい）

C119在宅経肛門的自己洗腸指導管理料 脊髄障害を原因とする排便障害を有する患者の看護の経験を有す
る専任の看護師の配置が必要

G通則６外来化学療法加算 化学療法実施時間帯に、化学療法の経験を有する専任の看護師の勤
務が必要

H004摂食機能療法
　注３摂食嚥下機能回復体制加算

摂食嚥下機能障害を有する患者の看護の経験を有し、研修を修了し
た専任の常勤看護師の配置が必要　

H007-4リンパ浮腫複合的治療料 リンパ浮腫の症例経験を有し、研修を修了した専任の常勤看護師の
配置が必要（他職種代替可）（非常勤看護師の常勤換算可）

I002通院・在宅精神療法
　注９療養生活継続支援加算★

経験を有し、研修を修了した専任の看護師の配置が必要（精神保健
福祉士で代替可）

I002-3救急患者精神科継続支援料 研修を修了した専任の常勤看護師の配置が必要（他職種代替可）
I003-2認知療法・認知行動療法２ 治療に係る面接に同席や面接を実施等の経験を有し、研修を修了し

た専任の常勤看護師の配置が必要
I006-2依存症集団療法 研修を修了した専任の常勤看護師の配置が必要（他職種代替可）
I016精神科在宅患者支援管理料 精神科訪問看護・指導を担当する常勤の保健師又は看護師の配置が

必要（訪問看護ステーションとの連携可）
J001-10静脈圧迫処置（慢性静脈不全に対する
もの）

専任の常勤看護師の配置が必要

L010麻酔管理料（Ⅱ）（常勤看護師が実施する
場合）

研修を修了した専任の常勤看護師の配置が必要

★令和４年度改定において新設
※�この表は概要を示したものであり、各項目の具体的な施設基準・算定要件は、告示、通知及び事務連絡（疑義解釈資
料）により規定されている。本書791頁以降におけるそれぞれの項目の内容を参照されたい

※�「経験」　配置する看護師について、「経験」の要件が定められている場合、その経験とは、一般的な医療従事経験で
はなく、項目に特有のものが規定されている（例：外来緩和ケア管理料→「５年以上悪性腫瘍患者の看護に従事した
経験」）。ただし、腎代替療法指導管理料については、一般的な医療従事経験の要件もあわせて規定されている。また、
リンパ浮腫複合的治療料については、特有の経験のほか、資格取得後２年以上経過が要件として規定されている

※「研修」　項目ごとに適切とされる内容が規定されている
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入院基本料等加算【基本診療料】

感染対策向上加算は、令和４年改定において、これまでの感染防止対策加算による取組を踏まえつつ 、個々
の医療機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機関等が連携して実施する感染症対策の取組を更に推
進する観点から、名称を改めるとともに、要件の見直しが行われたものである。
［主な改正経緯］
平成22年改定 Ａ234医療安全対策加算の加算項目として新設
平成24年改定 ⑴�医療安全対策加算とは別の評価体系へ

⑵�感染防止対策チームの人員要件を緩和した加算２を新設、加算１を算定している医療機関
との連携を要件とする

⑶�感染防止対策地域連携加算の新設（加算１を算定する医療機関同士の連携）
平成26年改定 加算１について、JANIS等への参加を必須化
平成28年改定 感染制御チームによる定期的（１週間に１回程度）な院内巡回を要件化
平成30年改定 抗菌薬適正使用支援加算の新設（薬剤耐性（AMR）対策の推進、特に抗菌薬の適正使用推

進の観点から、抗菌薬適正使用支援チームの組織等の体制を評価）
令和２年改定 抗菌薬適正使用支援チームに求められる活動について、モニタリングを行うべき広域抗菌薬

の拡充、病院の外来における抗菌薬適正使用に関する支援を追加する等の見直し
令和４年改定 「感染防止対策加算」から「感染対策向上加算」へと改称

⑴�加算１、加算２の評価を引き上げるとともに、加算３を新設
⑵�加算１の保険医療機関が、加算２、加算３または外来感染対策向上加算の保険医療機関に

対し感染症対策に関する助言を行った場合の評価を新設（指導強化加算）
⑶�加算２、加算３について、連携強化加算とサーベイランス強化加算を新設

［感染対策向上加算、外来感染対策向上加算を軸とした保険医療機関間の連携］

5-39 A234-2�感染対策向上加算
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5-39：A234-2�感染対策向上加算

［参考・感染対策向上加算と外来感染対策向上加算、その連携］
A234-2感染対策向上加算（入院基本料等加算） 外来感染対策向上加算

（❹）加算１（❶） 加算２（❷） 加算３（❸）

点数 710点（入院初日） 175点（入院初日） 75点（入院初日＋90
日超毎１回）

６点（月１回）

届出基準 ❹の届出なし 一般病床数300床未満を標準（❹の届出なし） 診療所（❶～❸の届出なし）

人員

感染制御チームを設置（各職種とも専任が要件） 院内感染管理者を配置
（医師、看護師、薬剤師
その他の医療有資格者）

常勤医師（感染症対策の経験が３年以上）
看�護師（感染管理の経験５年以上、❶はさらに

研修修了）

常勤医師
看護師
　いずれも適切な研
修の修了が望ましい薬剤師　　　　 病院勤務経験３年以上　　　

臨床検査技師　 ❷は適切な研修を修了でも可
医師・看護師のうち１
名は専従（必要時に❷
～❹に派遣の場合、専
従時間に含めて可）

－

連携

⑴�保健所、地域の医師
会と連携し、❷や❸
と合同で、年４回以
上カンファレンス
を実施（うち１回は
新興感染症等の発
生を想定した訓練）

⑴�年４回以上、❶が主催するカンファレンス
に参加（訓練への参加は必須）

⑴�年２回以上、❶または
地域の医師会が主催
するカンファレンス
に参加（訓練への参加
は必須）

⑵�a.❷～❹に対し、必
要時に助言を行う
体制を確保

⑵�a.新興感染症の発生時等の有事の際の対応を想定した地域連携に係る
体制について、❶等とあらかじめ協議

⑵�b.過去１年間に４回
以上、❷～❹に赴き
院内感染対策に関
して助言→指導強
化加算・30点

⑵�b.❶に対し、過去１年間に４回以上、感染症の発生状況、抗菌薬の使
用状況等について報告を行っている場合

連携強化加算　❷❸＝30点　　　　　　　　　❹＝３点

新興感染症
の発生時等
の対応

「感染症患者」の受入
体制を確保

「感染症患者」または「疑
い患者」の受入体制を
確保

❷と同様
または
❹と同様

「発熱患者」の診療等を
実施

上記は都道府県等の要請を受けて行われるもの。自治体ホームページで公開
上記を念頭
に置いた体
制整備

汚染区域や清潔区域のゾーニングを行える体制
を確保

❶❷と同様
または
❹と同様

発熱患者の動線を分け
られる体制を確保

サーベイラ
ンス

参加が必須 参加している場合、サーベイランス強化加算
　　　　　　　　　❷❸＝５点　　　　　　　❹＝１点

抗菌薬の適
正使用

抗菌薬の適正使用を監視するための体制を確保 抗菌薬の適正使用について、❶又は地域の医
師会から助言を受ける
細菌学的検査を外部委託する場合は、「中小病
院における薬剤耐性菌アウトブレイク対応ガ
イダンス」に沿って対応

－
「抗微生物薬適正使用の
手引き」を参考に取組を
実施

❶は令和４年改定前の感染防止対策地域連携加算および抗菌薬適正使用支援加算の要件を要件とする

（ ）
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入院基本料等加算【基本診療料】

⑴　感染対策向上加算１の施設基準
イ　専任の院内感染管理者が配置されていること。
ロ　当該保険医療機関内に感染防止対策部門を設置し、組織的に感染防止対策を実施する体制が整備されて

いること。
ハ　当該部門において、感染症対策に関する十分な経験を有する医師及び感染管理に関する十分な経験を有

する看護師（感染防止対策に関する研修を受けたものに限る。）並びに病院勤務に関する十分な経験を有
する薬剤師及び臨床検査技師が適切に配置されていること。

ニ　感染防止対策につき感染対策向上加算２又は感染対策向上加算３に係る届出を行っている保険医療機関
等と連携していること。

ホ　他の保険医療機関（感染対策向上加算１に係る届出を行っている保険医療機関に限る。）との連携によ
り感染防止対策を実施するための必要な体制が整備されていること。

ヘ　抗菌薬を適正に使用するために必要な支援体制が整備されていること。
⑵　感染対策向上加算２の施設基準

イ　専任の院内感染管理者が配置されていること。
ロ　当該保険医療機関内に感染防止対策部門を設置し、組織的に感染防止対策を実施する体制が整備されて

いること。
ハ　当該部門において、感染症対策に関する十分な経験を有する医師及び感染管理に関する十分な経験を有

する看護師並びに病院勤務に関する十分な経験を有する薬剤師及び臨床検査技師が適切に配置されている
こと。

ニ　感染防止対策につき、感染対策向上加算１に係る届出を行っている保険医療機関と連携していること。
⑶　感染対策向上加算３の施設基準� 新

イ　専任の院内感染管理者が配置されていること。
ロ　当該保険医療機関内に感染防止対策部門を設置し、組織的に感染防止対策を実施する体制が整備されて

いること。
ハ　当該部門において、医師及び看護師が適切に配置されていること。
ニ　感染防止対策につき、感染対策向上加算１に係る届出を行っている保険医療機関と連携していること。
⑷　指導強化加算の施設基準� 新

　　他の保険医療機関（感染対策向上加算２、感染対策向上加算３又は外来感染対策向上加算に係る届出を
行っている保険医療機関に限る。）に対し、院内感染対策に係る助言を行うための必要な体制が整備されて
いること。
⑸　連携強化加算の施設基準� 新

　　他の保険医療機関（感染対策向上加算１に係る届出を行っている保険医療機関に限る。）との連携体制を
確保していること。
⑹　サーベイランス強化加算の施設基準� 新

　　地域において感染防止対策に資する情報を提供する体制が整備されていること。

１　感染対策向上加算１の施設基準
⑴　感染防止対策部門を設置していること。この場合において、第20の１の⑴のイ【→446頁】に規定する

医療安全対策加算に係る医療安全管理部門をもって感染防止対策部門としても差し支えない。
⑵　感染防止対策部門内に以下の構成員からなる感染制御チームを組織し、感染防止に係る日常業務を行う

こと。
ア　感染症対策に３年以上の経験を有する専任の常勤医師（歯科医療を担当する保険医療機関にあっては、

当該経験を有する専任の常勤歯科医師）
イ　５年以上感染管理に従事した経験を有し、感染管理に係る適切な研修を修了した専任の看護師
ウ　３年以上の病院勤務経験を持つ感染防止対策にかかわる専任の薬剤師
エ　３年以上の病院勤務経験を持つ専任の臨床検査技師

施設基準 第八・二十九の二　感染対策向上加算の施設基準等〈平22/26/28/30/令2/4〉

取扱い通知 別添3　第21　感染対策向上加算
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5-39：A234-2�感染対策向上加算

アに定める医師又はイに定める看護師のうち１名は専従であること。なお、感染制御チームの専従の職
員については、抗菌薬適正使用支援チームの業務を行う場合及び感染対策向上加算２、感染対策向上加算
３又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った他の保険医療機関に対する助言に係る業務を行う場合に
は、感染制御チームの業務について専従とみなすことができる。

当該保険医療機関内に上記のアからエまでに定める者のうち１名が院内感染管理者として配置されてい
ること。なお、当該職員は区分番号「Ａ234」に掲げる医療安全対策加算に規定する医療安全管理者とは
兼任できないが、第２部通則７【→129頁】に規定する院内感染防止対策に掲げる業務は行うことができる。

また、アに掲げる常勤医師については、週３日以上常態として勤務しており、かつ、所定労働時間が週
22時間以上の勤務を行っている専任の非常勤医師（感染症対策に３年以上の経験を有する医師に限る。）
を２名組み合わせることにより、常勤医師の勤務時間帯と同じ時間帯にこれらの非常勤医師が配置されて
いる場合には、当該２名の非常勤医師が感染制御チームの業務に従事する場合に限り、当該基準を満たし
ていることとみなすことができる。

⑶　⑵のイにおける感染管理に係る適切な研修とは、次の事項に該当する研修のことをいう。
ア　国又は医療関係団体等が主催する研修であること（600時間以上の研修期間で、修了証が交付される

もの）。
イ　感染管理のための専門的な知識・技術を有する看護師の養成を目的とした研修であること。
ウ　講義及び演習により、次の内容を含むものであること。

イ　感染予防・管理システム
ロ　医療関連感染サーベイランス
ハ　感染防止技術
ニ　職業感染管理
ホ　感染管理指導
ヘ　感染管理相談
ト　洗浄・消毒・滅菌とファシリティマネジメント等について

⑷　感染防止対策の業務指針及び院内感染管理者又は感染制御チームの具体的な業務内容が整備されている
こと。

⑸　⑵のチームにより、最新のエビデンスに基づき、自施設の実情に合わせた標準予防策、感染経路別予防
策、職業感染予防策、疾患別感染対策、洗浄・消毒・滅菌、抗菌薬適正使用等の内容を盛り込んだ手順書

（マニュアル）を作成し、各部署に配布していること。なお、手順書は定期的に新しい知見を取り入れ改
訂すること。

⑹　⑵のチームにより、職員を対象として、少なくとも年２回程度、定期的に院内感染対策に関する研修を
行っていること。なお当該研修は別添２の第１の３の⑸【→134頁】に規定する安全管理の体制確保のた
めの職員研修とは別に行うこと。

⑺　⑵のチームにより、保健所及び地域の医師会と連携し、感染対策向上加算２又は３に係る届出を行った
保険医療機関と合同で、少なくとも年４回程度、定期的に院内感染対策に関するカンファレンスを行い、
その内容を記録していること。また、このうち少なくとも１回は、新興感染症の発生等を想定した訓練を
実施すること。

⑻　⑺に規定するカンファレンス等は、ビデオ通話が可能な機器を用いて実施しても差し支えない。
⑼　ビデオ通話を用いる場合において、患者の個人情報を当該ビデオ通話の画面上で共有する際は、患者の

同意を得ていること。また、保険医療機関の電子カルテなどを含む医療情報システムと共通のネットワー
ク上の端末においてカンファレンスを実施する場合には、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関
するガイドライン」に対応していること。

⑽　⑵のチームにより、感染対策向上加算２、感染対策向上加算３又は外来感染対策向上加算に係る届出を
行った他の保険医療機関に対し、必要時に院内感染対策に関する助言を行う体制を有すること。

⑾　院内の抗菌薬の適正使用を監視するための体制を有すること。特に、特定抗菌薬（広域スペクトラムを
有する抗菌薬、抗MRSA薬等）については、届出制又は許可制の体制をとること。

⑿　⑵のチームにより、１週間に１回程度、定期的に院内を巡回し、院内感染事例の把握を行うとともに、
院内感染防止対策の実施状況の把握・指導を行うこと。

⒀　当該保険医療機関の見やすい場所に、院内感染防止対策に関する取組事項を掲示していること。
⒁　公益財団法人日本医療機能評価機構等、第三者機関による評価を受けていることが望ましい。
⒂　院内感染対策サーベイランス（JANIS）、感染対策連携共通プラットフォーム（J-SIPHE）等、地域や
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算の医療安全対策部門と併せての添付でもよい。） 

４ 感染防止対策部門の業務指針及び院内感染管理者並びに感染制御チームの業務内容が明記された文

書を添付すること。（医療安全対策加算の医療安全対策部門と併せての添付でもよい。） 

５ 「３」は、感染対策向上加算１及び２を届け出る場合は、院内の抗菌薬の適正使用を監視するにあ

たってどのような方策をとっているかを簡潔に記載すること。感染対策向上加算３を届け出る場合は、

連携する感染対策向上加算１に係る届出を行った他の保険医療機関又は地域の医師会からどのような

助言を受けているかを簡潔に記載すること。 

６ 標準予防策等の内容を盛り込んだ手順書を添付すること。 

７ 「４」は、感染防止対策加算１を届け出る場合は、連携する感染防止対策加算２又は３を算定する

医療機関名を記載し、感染防止対策加算２又は３を届け出る場合は、連携する感染防止対策加算１の

医療機関名を記載すること。 

８ 「６」は、サーベイランス事業の参加状況がわかる文書を添付すること。 

９ 「７」は、感染対策向上加算１に係る届出を行っている保険医療機関のうち、当該保険医療機関が

評価を実施する保険医療機関について記載すること。 

10 「８」は、感染対策向上加算１に係る届出を行っている保険医療機関のうち、当該保険医療機関の

評価を実施する保険医療機関について記載すること。 

11 「７」、「８」は、届出保険医療機関について予定されているものを記載することでよく、少なくと

も年１回程度、実施されていればよい。 

12 「９」は、抗菌薬適正使用支援チームの業務内容が明記された文書を添付すること。 

様式 35 の３ 

指導強化加算に係る届出書添付書類 

 

１ 過去１年間に、届出保険医療機関の感染制御チームの専従医師又は看護師が赴いて

院内感染対策に関する助言を行った保険医療機関名 

 

助言年月日 助言した医療機関名 開設者名 所在地 

    

    

    

    

 

［記載上の注意］ 

１ 「１」には、助言を行った保険医療機関が５つ以上ある場合は、適宜行を追加し

て記載すること。 

 

様式１の５ 

連携強化加算・サーベイランス強化加算に係る届出書添付書類 

 

１ 以下のうち、届出を行う加算を○印で囲むこと。 

 

連携強化加算   ・   サーベイランス強化加算 

 

２ 過去１年間に、感染症の発生状況等について報告を行った感染対策向上加算１の保

険医療機関名 

報告年月日 報告した医療機関名 開設者名 所在地 

    

    

    

    

 

３ サーベイランスの参加状況 

事業名：（                                ） 

 

 

［記載上の注意］ 

１ 「２」は、連携強化加算を届け出る場合のみ記載すること。 

２ 「３」は、サーベイランス強化加算を届け出る場合のみ記載すること。また、

サーベイランス事業の参加状況がわかる文書を添付すること。 

 

疑義解釈資料（事務連絡）

その１（令和４年３月31日・事務連絡〈別添１・医科〉）
【外来感染対策向上加算、感染対策向上加算】
問８　区分番号「A234-2」の「１」感染対策向上加算１

の施設基準における「新興感染症の発生時等に、都道府
県等の要請を受けて感染症患者を受け入れる体制」につ
いて、具体的にはどのような保険医療機関が該当するか。

答　現時点では、新型コロナウイルス感染症に係る重点医
療機関が該当する。�

問９　区分番号「A234-2」の「２」感染対策向上加算２
の施設基準における「新興感染症の発生時等に、都道府
県等の要請を受けて･･･疑い患者を受け入れる体制」に
ついて、具体的にはどのような保険医療機関が該当する
か。

答　現時点では、新型コロナウイルス感染症に係る協力医
療機関が該当する。�

問10　区分番号「A000」初診料の注11及び区分番号「A001」
再診料の注15に規定する外来感染対策向上加算（以下単
に「外来感染対策向上加算」という。）並びに区分番号

「A234-2」の「３」感染対策向上加算３の施設基準にお
ける「新興感染症の発生時等に、都道府県等の要請を受
けて･･･発熱患者の診療等を実施する体制」について、
具体的にはどのような保険医療機関が該当するか。

答　現時点では、新型コロナウイルス感染症に係る診療・
検査医療機関が該当する。�

問11　外来感染対策向上加算及び区分番号「A234-2」感
染対策向上加算の施設基準において、「新興感染症の発
生時等に、都道府県等の要請を受けて（中略）診療等を
実施する体制を有し、そのことを自治体のホームページ
により公開していること」とされているが、

　①�　「新興感染症の発生時等に、都道府県等の要請を受
けて感染症患者を受け入れる体制」等を有する保険医
療機関について、現時点では新型コロナウイルス感染
症に係る重点医療機関、協力医療機関及び診療・検査
医療機関が該当することとされているが、自治体の
ホームページにおいて、それぞれどのような情報を公
開する必要があるか。

　②�　診療の体制を有しているにもかかわらず、自治体の
ホームページの更新がなされていない等の理由によ
り、当該要件が満たせない場合について、どのように
考えればよいか。

答　それぞれ以下のとおり。
　①�　重点医療機関及び協力医療機関については、少なく

とも保険医療機関の名称、所在地及び確保病床数を、
診療・検査医療機関については、少なくとも保険医療
機関の名称、所在地、電話番号及び診療・検査医療機
関として対応可能な日時を公開する必要がある。

　②�　自治体のホームページにおいて公開されるまでの
間、当該保険医療機関のホームページ等において公開
していることをもって、当該要件を満たしているもの
として差し支えない。�

令和４年改定

施

施

施 施
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問12　区分番号「A234-2」感染対策向上加算について、
感染対策向上加算１の届出を行っている保険医療機関に
おいて、連携する感染対策向上加算２又は感染対策向上
加算３の届出を行っている保険医療機関が複数ある場
合、それぞれの保険医療機関と個別にカンファレンスを
開催する必要があるか。

答　感染対策向上加算２又は感染対策向上加算３の届出を
行っている複数の保険医療機関と合同でカンファレンス
を開催して差し支えない。�

問13　区分番号「A234-2」感染対策向上加算について、
感染対策向上加算２又は感染対策向上加算３の届出を
行っている保険医療機関において、連携する感染対策向
上加算１の届出を行っている保険医療機関が複数ある場
合、これらの保険医療機関が主催するカンファレンス全
てに参加する必要があるか。

答　感染対策向上加算１の届出を行っている保険医療機関
が複数ある場合でも、これらの保険医療機関が主催する
カンファレンスに、それぞれ少なくとも年１回以上参加
する必要があるが、これらの保険医療機関が合同でカン
ファレンスを主催している場合には、合同開催のカン
ファレンスに参加することをもって、それぞれの保険医
療機関のカンファレンスに１回ずつ参加したこととして
差し支えない。�

問14　外来感染対策向上加算及び区分番号「A234-2」感
染対策向上加算におけるカンファレンスについて、書面
により持ち回りで開催又は参加することは可能か。

答　不可。�
問15　外来感染対策向上加算及び区分番号「A234-2」感

染対策向上加算の届出医療機関間の連携について、以下
の場合においては届出可能か。

　①　特別の関係にある保険医療機関と連携している場合
　②　医療圏や都道府県を越えて連携している場合
答　それぞれ以下のとおり。
　①　可能。
　②�　医療圏や都道府県を越えて所在する場合であって

も、新興感染症の発生時や院内アウトブレイクの発生
時等の有事の際に適切に連携することが可能である場
合は、届出可能。�

問16　区分番号「A234-2」感染対策向上加算について、
①　感染対策向上加算２及び感染対策向上加算３の施設

基準において、「当該保険医療機関の一般病床の数が
300床未満を標準とする」とされているが、300床未満
とは、医療法上の許可病床数をいうのか、診療報酬上
の届出病床数をいうのか。

②　一般病床の数が300床未満の保険医療機関が、感染
対策向上加算１の届出を行うことは可能か。

答　それぞれ以下のとおり。
①　医療法上の許可病床数をいう。なお、300床以上で

ある場合であっても、感染対策向上加算２又は感染対
策向上加算３の施設基準を満たしていれば、届出を
行って差し支えない。

②　可能。�
問17　区分番号「A234-2」の「１」感染対策向上加算１

の施設基準において、「他の保険医療機関（感染対策向
上加算１に係る届出を行っている保険医療機関に限る。）
と連携し、少なくとも年１回程度、（中略）感染防止対
策に関する評価を行い、当該保険医療機関にその内容を
報告すること」とされているが、
①　複数の保険医療機関が、同一の保険医療機関の「感

染防止対策に関する評価」を行うことは可能か。
②　「感染防止対策に関する評価」は、当該加算に係る

感染制御チームが行う必要があるか。
③ 当該評価は対面で実施する必要があるか。

答　それぞれ以下のとおり。
①　可能。
②　感染制御チームを構成する職種（医師、看護師、薬

剤師及び臨床検査技師）のうち、医師及び看護師を含
む２名以上が評価を行うこと。

③　リアルタイムでの画像を介したコミュニケーション
（ビデオ通話）が可能な機器を用いて実施しても差し
支えない。�

問18　外来感染対策向上加算及び区分番号「A234-2」感
染対策向上加算の施設基準において、「感染制御チーム

（外来感染対策向上加算にあっては、院内感染管理者。
以下本問において同じ。）により、職員を対象として、
少なくとも年２回程度、定期的に院内感染対策に関する
研修を行っていること」とされているが、当該研修は、
必ず感染制御チームが講師として行わなければならない
のか。

答　感染制御チームが当該研修を主催している場合は、必
ずしも感染制御チームが講師として行う必要はない。

　�　ただし、当該研修は、以下に掲げる事項を満たすこと
が必要であり、最新の知見を共有することも求められる
ものであることに留意すること。
・　院内感染対策の基礎的考え方及び具体的方策につい

て、当該保険医療機関の職員に周知徹底を行うことで、
個々の職員の院内感染対策に対する意識を高め、業務
を遂行する上での技能の向上等を図るものであること。

・　当該保険医療機関の実情に即した内容で、職種横断
的な参加の下に行われるものであること。

・　保険医療機関全体に共通する院内感染対策に関する
内容について、年２回程度定期的に開催するほか、必
要に応じて開催すること

・　研修の実施内容（開催又は受講日時、出席者、研修
項目）について記録すること。

　�　なお、研修の実施に際して、ＡＭＲ臨床リファレンス
センターが公開している医療従事者向けの資料（※）を
活用することとして差し支えない。

　※ http://amr.ncgm.go.jp/medics/2-8-1.html�
問20　区分番号「A000」初診料の注13、区分番号「A001」

再診料の注17及び区分番号「A234-2」感染対策向上加
算の注４に規定するサーベイランス強化加算並びに区分
番号「A234-2」の「１」感染対策向上加算１の施設基
準において、「院内感染対策サーベイランス（JANIS）、
感染対策連携共通プラットフォーム（J-SIPHE）等、地
域や全国のサーベイランスに参加していること」とされ
ているが、
①　 対 象 と な る サ ー ベ イ ラ ン ス に は、JANIS及 び

J-SIPHE以外にどのようなものがあるか。
②　JANISに参加する場合にあっては、JANISの一部の

部門にのみ参加すればよいのか。
答　それぞれ以下のとおり。

①　現時点では、JANIS及びJ-SIPHEとするが、市区町
村以上の規模でJANISの検査部門と同等のサーベイラ
ンスが実施されている場合については、当該サーベイ
ランスがJANISと同等であることが分かる資料を添え
て当局に内議されたい。

②　少なくともJANISの検査部門に参加している必要が

施

施
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施

施
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施
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患者等を受け入れることを想定した基本的な感染症対策
に係るものであり、参加医療機関の感染症対策等の状況
も踏まえて決定することが望ましい。

なお、令和４年度地域保健総合推進事業「院内感染対
策ネットワークと保健所の連携推進事業」による「院内
感染対策等における病院と保健所の連携事例集について
―中間報告―」（令和４年６月）事例５において、対象
者のレベルや役割に応じて、基本知識の習得や感染症病
棟での実地訓練が実施されていることが掲げられている
ことを参照されたい。�

その23（令和４年８月24日・事務連絡〈別添１・医科〉）
【感染対策向上加算】
問１　区分番号「Ａ234-2」の「２」感染対策向上加算２

の施設基準において求める薬剤師及び臨床検査技師の
「適切な研修」並びに区分番号「Ａ234-2」の「３」感染
対策向上加算３の施設基準において求める医師及び看護
師の「適切な研修」については、「疑義解釈資料の送付
について（その１）」（令和４年３月31日事務連絡）別添
１の問23において「現時点では、厚生労働省の院内感染
対策講習会③（受講証書が交付されるものに限る。）が
該当する。」とされたが、令和４年度以降に実施される
厚生労働省の院内感染対策講習会②（受講証書が交付さ
れるものに限る。）は該当するか。

答　該当する。なお、令和４年度以降の院内感染対策講習
会①、③及び④は該当しない。

施

診療報酬（点数表と留意事項通知）

Ａ234-2 感染対策向上加算（入院初日）
１　感染対策向上加算１� 710点
２　感染対策向上加算２� 175点
３　感染対策向上加算３� 75点
注１　組織的な感染防止対策につき別に厚生労働大臣が定

める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長
等に届け出た保険医療機関に入院している患者（第１
節の入院基本料（特別入院基本料等を除く。）、第３節
の特定入院料又は第４節の短期滞在手術等基本料のう
ち、感染対策向上加算を算定できるものを現に算定し
ている患者に限る。）について、当該基準に係る区分
に従い、入院初日に限り（３については、入院初日及
び入院期間が90日を超えるごとに１回）それぞれ所定
点数に加算する。

留意事項通知
⑴　感染対策向上加算は、第２部通則７【→127頁】に規

定する院内感染防止対策を行った上で、更に院内に感染
制御チームを設置し、院内感染状況の把握、抗菌薬の適
正使用、職員の感染防止等を行うことによる医療機関の
感染防止対策の実施や地域の医療機関等が連携して実施
する感染症対策の取組、新興感染症の発生時等に都道府
県等の要請を受けて感染症患者を受け入れる体制等の確
保を評価するものであり、当該保険医療機関に入院して
いる患者について、感染対策向上加算１及び感染対策向
上加算２は入院初日、感染対策向上加算３は入院初日及
び入院期間が90日を超えるごとに１回算定する。90日を
超えるごとの計算は、入院日から起算して91日目、181
日目等と計算する。なお、ここでいう入院とは、第２部
通則５【→127頁】に規定する入院期間中の入院のこと
をいい、感染対策向上加算１及び２については入院期間
が通算される再入院の場合は算定できず、感染対策向上
加算３については通算した入院期間から算出し算定する。

⑵　感染制御チームは以下の業務を行うものとする。
ア　感染制御チームは、１週間に１回程度、定期的に院

内を巡回し、院内感染事例の把握を行うとともに、院
内感染防止対策の実施状況の把握・指導を行う。また、
院内感染事例、院内感染の発生率に関するサーベイラ
ンス等の情報を分析、評価し、効率的な感染対策に役
立てる。院内感染の増加が確認された場合には病棟ラ
ウンドの所見及びサーベイランスデータ等を基に改善
策を講じる。巡回、院内感染に関する情報を記録に残
す。

イ　感染制御チームは微生物学的検査を適宜利用し、抗
菌薬の適正使用を推進する。感染対策向上加算１及び
感染対策向上加算２の届出を行っている保険医療機関
にあっては、バンコマイシン等の抗MRSA薬及び広域
抗菌薬等の使用に際して届出制又は許可制をとり、投
与量、投与期間の把握を行い、臨床上問題となると判
断した場合には、投与方法の適正化をはかる。感染対
策向上加算３の届出を行っている保険医療機関にあっ
ては、感染対策向上加算１を算定する他の保険医療機
関又は地域の医師会とのカンファレンス等により助言
を受け、適切に抗MRSA薬及び広域抗菌薬等が使用さ
れているか確認する。

ウ　感染制御チームは院内感染対策を目的とした職員の
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入院基本料等加算【基本診療料】

注２　感染対策向上加算１を算定する場合について、感染
症対策に関する医療機関間の連携体制につき別に厚生
労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして
地方厚生局長等に届け出た保険医療機関に入院してい
る患者については、指導強化加算として、30点を更
に所定点数に加算する。

注３　感染対策向上加算２又は感染対策向上加算３を算定
する場合について、感染症対策に関する医療機関間の
連携体制につき別に厚生労働大臣が定める施設基準に
適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保
険医療機関に入院している患者については、連携強化
加算として、30点を更に所定点数に加算する。

注４　感染対策向上加算２又は感染対策向上加算３を算定
する場合について、感染防止対策に資する情報を提供
する体制につき別に厚生労働大臣が定める施設基準に
適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保
険医療機関に入院している患者については、サーベイ
ランス強化加算として、５点を更に所定点数に加算す
る。

研修を行う。また院内感染に関するマニュアルを作成
し、職員がそのマニュアルを遵守していることを巡回
時に確認する。

エ　感染制御チームは緊急時に地域の医療機関同士が速
やかに連携して各医療機関の対応への支援がなされる
よう、日常的な相互の協力関係を築く。なお、その際、
感染対策向上加算１の届出を行っている保険医療機関
の感染制御チームが中心的な役割を担う。

オ　感染制御チームは保健所や地域の医師会と適切な連
携体制を構築する。

⑶　「注２」に規定する指導強化加算は、感染対策向上加
算１の届出を行っている保険医療機関が感染対策向上加
算２、感染対策向上加算３又は区分番号「Ａ000」の「注
11」若しくは区分番号「Ａ001」の「注15」に掲げる外
来感染対策向上加算を算定する他の保険医療機関に対
し、院内感染対策等に係る助言を行っている場合に算定
する。

⑷　「注３」に規定する連携強化加算は、感染対策向上加
算２又は感染対策向上加算３の届出を行っている保険医
療機関が、感染対策向上加算１の届出を行っている保険
医療機関に対し、感染症の発生状況、抗菌薬の使用状況
等について報告を行っている場合に算定する。

⑸　「注４」に規定するサーベイランス強化加算は、感染
対策向上加算２又は感染対策向上加算３を算定する保険
医療機関が、院内感染対策サーベイランス（JANIS）、
感染対策連携共通プラットフォーム（J-SIPHE）等、地
域や全国のサーベイランスに参加している場合に算定す
る。
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看護関連医学管理等【特掲診療料】

子どもを持ちたいという希望に対して有効で安全な不妊治療を提供する観点から、不妊治療に係る医療技術
等が令和４年改定で新たに保険適用され、生殖補助医療に係る医学管理料として、生殖補助医療管理料が新設
された。生殖補助医療の実施に当たり必要な医学的管理及び療養上の指導等を行った場合、月１回算定する。
女性が43歳未満の場合、対象となる。看護師等は、患者からの相談に対応する専任担当者として配置する。

なお、特定治療支援事業の指定実施医療機関は、令和４年（2022年）10月１日以降も算定する場合、届出が
必要である。
［主な施設基準］

産科、婦人科、産婦人科、泌尿器科
常勤医師（産科、婦人科、産婦人科を合わせて５年以上または泌尿器科を５年以上経験かつ生殖補助医療を
２年以上経験）
常勤医師（日本産科婦人科学会の体外受精・胚移植登録施設で生殖補助医療を１年以上経験）
配偶子・胚の管理に係る責任者
患者からの相談に対応する専任担当者（看護師、公認心理師等）
保健医療・福祉サービスとの連携調整担当者（社会福祉士等）
日本産科婦人科学会の体外受精・胚移植登録施設※

採卵専用室（緊急事態に対応するための装置・器具等を保有）※

培養を行う施錠可能な専用室※

凍結保存を行う施錠可能な専用室※

同一でも差し支えない

安全管理体制・指針　医療事故等の院内報告制度
安全管理の責任者等で構成する委員会を月１回程度開催
安全管理の体制確保のための職員研修を定期的に開催
配偶子・胚の管理を専ら担当する複数の常勤医師または配偶子・胚の管理責任者が確認を行い、配偶子・胚
の取り違えを防ぐ体制
時間外・夜間救急体制
胚移植術実施患者の出産に係る経過について把握する体制
胚移植術の回数を含む患者の治療経過について把握する体制

※�当面の間、他の保険医療機関との連係によることでも要件を満たす（他の生殖補助医療管理料１または２届出保険医
療機関と契約しているまたは特別の関係にある場合）

�　生殖補助医療管理料の施設基準〈令4〉　新

イ　生殖補助医療管理料１の施設基準
①　産科、婦人科、産婦人科又は泌尿器科を標榜する保険医療機関であること。
②　当該保険医療機関内に生殖補助医療を行うにつき十分な経験を有する医師が配置されていること。
③　生殖補助医療を行うにつき十分な体制が整備されていること。
④　生殖補助医療を行うにつき必要な構造設備を有していること。

１　生殖補助医療管理料１に関する施設基準
⑴　産科、婦人科、産婦人科又は泌尿器科を標榜する保険医療機関であること。
⑵　当該保険医療機関内に、産科、婦人科若しくは産婦人科について合わせて５年以上又は泌尿器科につい

て５年以上の経験を有し、かつ、生殖補助医療に係る２年以上の経験を有する常勤の医師が１名以上配置
されていること。

施設基準 第三・二　特定疾患治療管理料に規定する施設基準等

取扱い通知 別添1　第４の12　生殖補助医療管理料　新

1-11 B001･33･ｲ�生殖補助医療管理料１

p791_p900_カン�_医学管理_5k.indd   826p791_p900_カン�_医学管理_5k.indd   826 2022/09/29   17:442022/09/29   17:44



─ 827 ─

1-11：B001･33･ｲ 生殖補助医療管理料１

⑶　当該保険医療機関内に、日本産科婦人科学会の体外受精・胚移植に関する登録施設における生殖補助医
療に係る１年以上の経験を有する常勤の医師が１名以上配置されていること。

⑷　当該保険医療機関内に、配偶子・胚の管理に係る責任者が１名以上配置されていること。
⑸　当該保険医療機関内に、関係学会による配偶子・胚の管理に係る研修を受講した者が１名以上配置され

ていることが望ましい。
⑹　日本産科婦人科学会の体外受精・胚移植に関する登録施設であること。また、日本産科婦人科学会の

ARTオンライン登録へのデータ入力を適切に実施すること。
⑺　採卵を行う専用の室を備えているとともに、患者の緊急事態に対応するための以下の装置・器具等を有

していること。ただし、採卵、培養及び凍結保存を行う専用の室は、同一のものであって差し支えない。
ア　酸素供給装置
イ　吸引装置
ウ　心電計
エ　呼吸循環監視装置
オ　救急蘇生セット

⑻　培養を行う施錠可能な専用の室を備えていること。
⑼　凍結保存を行う施錠可能な専用の室を備えていること。また、凍結保存に係る記録について、診療録と

合わせて保存すること。
⑽　当該保険医療機関において、医療に係る安全管理を行う体制が整備されていること。
⑾　安全管理のための指針が整備されていること。また、安全管理に関する基本的な考え方、医療事故発生

時の対応方法等が文書化されていること。
⑿　安全管理のための医療事故等の院内報告制度が整備されていること。また、報告された医療事故、イン

シデント等について分析を行い、改善策を講ずる体制が整備されていること。
⒀　安全管理の責任者等で構成される委員会が月１回程度開催されていること。なお、安全管理の責任者の

判断により、当該委員会を対面によらない方法で開催しても差し支えない。
⒁　安全管理の体制確保のための職員研修が定期的に開催されていること。
⒂　配偶子・胚の管理を専ら担当する複数の常勤の医師又は配偶子・胚の管理に係る責任者が確認を行い、

配偶子・胚の取り違えを防ぐ体制が整備されていること。
⒃　緊急時の対応のため、時間外・夜間救急体制が整備されていること又は他の保険医療機関との連携によ

り時間外・夜間救急体制が整備されていること。
⒄　胚移植術を実施した患者の出産に係る経過について把握する体制を有していること。
⒅　胚移植術の回数を含む患者の治療経過について把握する体制を有していること。また、当該保険医療機

関において実施した胚移植術の実施回数について、他の保険医療機関から情報提供を求められた場合に
は、それに応じること。

⒆　以下のいずれかを満たす施設であることが望ましい。
ア　精巣内精子採取術【K838-2】に係る届出を行っていること。
イ　精巣内精子採取術に係る届出を行っている他の保険医療機関との連携体制を構築していること。

⒇　国が示す不妊症に係る医療機関の情報提供に関する事業に協力すること。
�　以下の体制を有していること。

ア　看護師、公認心理師等の患者からの相談に対応する専任の担当者を配置していること。
イ　社会福祉士等の保健医療サービス及び福祉サービスとの連携調整を担当する者を配置していること。
ウ　他の保健医療サービス及び福祉サービスとの連携調整及びこれらのサービスに関する情報提供に努め

ること。
�　令和４年３月31日時点で特定治療支援事業の実施医療機関として指定を受けている保険医療機関につい

ては、同年９月30日までの間に限り、⑵から⒇の基準を満たしているものとする。なお、当面の間、⑹か
ら⑼の基準については、他の保険医療機関との契約を行っている場合又は他の保険医療機関と特別の関係
にある場合であって、当該他の保険医療機関が生殖補助医療管理料１又は２に係る届出を行っている場合
には、当該他の保険医療機関との連係により要件を満たすものとして差し支えない。

３　届出に関する事項
生殖補助医療管理料の施設基準に係る届出は、別添２の様式５の12【→828頁】を用いること。また、毎

年７月において、前年度における症例数等について、別添２の様式５の12の２【→829頁】により届け出る
こと。
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看護関連医学管理等【特掲診療料】

４－２ 配偶子・胚の管理に係る人員の配置 

 氏名 職種 
関係学会による配偶子・胚の管理に 

係る研修の受講の有無 

配偶子・胚の 

管理に係る 

責任者 

  
□ 有 （研修名：               ） 

□ 無 

配偶子・胚の 

管理を行う者 
  

□ 有 （研修名：               ） 

□ 無 

配偶子・胚の 

管理を行う者 
  

□ 有 （研修名：               ） 

□ 無 

 
 
５ 医療機関の設備等 
（□には、該当するものに「✓」を記入すること。） 

 設備（詳細） その他 

① 採卵を行う専用の室 

□ 酸素供給装置 

□ 吸引装置 

□ 心電計 

□ 呼吸循環監視装置 

□ 救急蘇生セット 

□ 準備室を附設している 

□ 清潔な手洗いの設備を附設している 

□ 清浄度クラスⅡ以上である 

② 培養を行う専用の室 □ 施錠可能である  

③ 凍結保存を行う専用の室 □ 施錠可能である  

④ 兼用の有無 

（以下のいずれかに「✓」を記入すること。 

□ ①②③全て独立している 

□ ①②が兼用である 

□ ①③が兼用である 

□ ②③が兼用である 

□ ①②③全て兼用である 

 
（参考） 
○ 医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号） 

 第２０条第３号 手術室は、なるべく準備室を附設しじんあいの入らないようにし、その内壁全部を不浸透

質のもので覆い、適当な暖房及び照明の設備を有し、清潔な手洗いの設備を附属して有しな

ければならない。 

○ 清浄度クラス                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

清浄度クラス 名称 該当室 室内圧 微生物濃度 

Ⅰ 高度清潔区域 バイオクリーン手術室など 陽圧 10 CFU/m3 以下 

Ⅱ 清潔区域 手術室 陽圧 200 CFU/m3 以下 

Ⅲ 準清潔区域 ＩＣＵ、ＮＩＣＵ、分娩室 陽圧 200-500 CFU/m3 

Ⅳ 一般清潔区域 一般病室、診察室、材料部など 等圧 (500 CFU/m3 以下) 

Ⅴ 汚染管理区 

拡散防止区域 

細菌検査室など 

トイレなど 

陰圧 

陰圧 

(500 CFU/m3 以下) 

 

様式５の 12 

 

生殖補助医療管理料の施設基準に係る届出書添付書類 

 

 

１ 届出 

（□には、該当するものに「✓」を記入すること。） 

生殖補助医療管理料１ □ 

生殖補助医療管理料２ □ 

 

 

２ 標榜診療科 

（□には、該当するものに「✓」を記入すること。） 

標榜診療科 □ 産科    □ 婦人科    □ 産婦人科    □ 泌尿器科 

 

 
３ 体外受精・胚移植に関する登録等 

（□には、該当するものに「✓」を記入すること。） 

体外受精・胚移植に関する登録施設 
□ 登録あり 

□ 登録なし 
 

特定治療支援事業の実施機関の指定 

（令和４年３月 31 日時点） 

□ 指定あり 

□ 指定なし 

指定年月日 

      年     月     日 

 
 

４ 人員配置 

（□には、該当するものに「✓」を記入すること。） 

 

４－１ 常勤医師の配置 

氏名 
週当たり 

勤務時間 
診療科 

左記診療科の 

経験年数 

生殖補助医療に 

係る経験年数 

登録施設※に 

おける経験年数 

    時間 

□ 産科 

□ 婦人科 

□ 産婦人科 

□ 泌尿器科 

      年        年        年  

    時間 

□ 産科 

□ 婦人科 

□ 産婦人科 

□ 泌尿器科 

      年        年        年  

※ 登録施設：公益社団法人日本産科婦人科学会「体外受精・胚移植に関する登録施設」 
 
 
 

６ 医療に係る安全管理を行う体制 

安全管理のための指針の整備 
□ 有 

□ 無 
 

医療事故等の院内報告制度の整備 
□ 有 

□ 無 
 

安全管理の責任者 
氏名 

（           ） 
職種 （               ） 

委員会の開催 
□ 有 

□ 無 
開催頻度 （            ） 

安全管理の体制確保のための職員研修 
□ 有 

□ 無 
実施頻度 （            ） 

 
 
７ 配偶子・胚の管理に係る体制 

配偶子・胚の管理に係る責任者 
氏名 

（           ） 
職種 （               ） 

配偶子・胚の取り違えを防ぐ体制の整備 

配偶子・胚の操作時のダブルチェックの実施 

 （□ 有   □ 無） 

その他実施事項 

（                                   ） 

 
 
８ 緊急時の対応のための時間外・夜間救急体制 

自院における時間外・夜間救急体制 
□ 有 

□ 無 
 

他の保険医療機関との連携による 

時間外・夜間救急体制の整備 

□ 有 

□ 無 

連携先の保険医療機関 

名称 （                ） 

所在地 （               ） 

 
 
９ 患者の治療経過の把握に係る体制 
胚移植術を実施した患者の出産に係る 

経過を把握する体制 

□ 有 

□ 無 

胚移植術の回数を含む患者の 

治療経過について把握する体制 

□ 有 

□ 無 

 
 
 
 
 

10 精巣内精子採取術に係る体制 

精巣内精子採取術に係る届出 
□ 有 

□ 無 
 

精巣内精子採取術に係る届出を 

行っている他の医療機関との連携 

□ 有 

□ 無 

連携先の保険医療機関 

名称 （                ） 

所在地 （               ） 

 
 
11 患者からの相談対応等に係る体制 

（１において生殖補助医療管理料１に「✓」を記入した場合にのみ記載すること。） 

患者からの相談に対応する専任の担当者 
氏名 

（           ） 
職種 （               ） 

保健医療サービス及び福祉サービスとの 

連携調整を担当する者 

氏名 

（           ） 
職種 （               ） 

 

 
 
 
［記載上の注意］ 
１ 医師の勤務時間について、就業規則等に定める週あたりの所定労働時間（休憩時間を

除く労働時間）を記入すること。 
２ 「８」の自院における時間外・夜間救急体制について、「無」にチェックがついた場

合は、「８」の連携する他の保険医療機関の名称を記入し、連携に係る契約が締結され

ていることを証する文書の写しを添付すること。 
３ 「10」の精巣内精子採取術に係る届出を行っている他の医療機関との連携について、

「有」にチェックがついた場合は、連携する他の保険医療機関の名称を記入し、連携に

係る契約が締結されていることを証する文書の写しを添付すること。 
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〔解　説〕
　平成 ６年 ７月に行われた医療保険制度の改正により、食事に関する給付が、療養の給付の一部から入
院時食事療養費に改編されることとなった。
　食事の提供は、医療の重要な一部門であり、保険医療機関が入院患者の病状に応じて適切な食事を提
供し、栄養状態の改善を図るとともにその治癒あるいは病状回復の促進を図ることは当然である。
　このうち、厚生労働大臣が定める基準を満たしているものとして地方厚生局長等に届け出て、当該基
準による食事療養（以下解説中、入院時生活療養に係る食事の提供たる療養を含む）を行ったときには、
それぞれ入院時食事療養（Ⅰ）、入院時生活療養（Ⅰ）を算定するものである。

〔解　説〕
　食事療養は医療の重要な部門の １つであり、食事療養を担当する部門が独立し、病棟における栄養管
理など他部門との連絡が十分取られることが、食事療養を行う上で必要なことである。
（参　考）
１ 　食事療養を担当する部門の業務としては次のようなものが考えられる。
　　ア．食事療養業務の企画、運営、実施に関すること。
　　イ．食事療養施設、人事、事務等の管理に関すること。
　　ウ．食事療養施設、食品、器具、環境等の衛生に関すること。
　　エ．栄養指導に関すること。
　　オ．食事療養の効果判定に関すること。
　　カ．他部門との連絡に関すること。
　　キ．その他の食事療養に関すること。
２ �　平成14年 ４ 月に栄養士法の一部改正法が施行され、栄養士法において管理栄養士の業務が「傷病者
に対する療養のため必要な栄養の指導、個人の身体の状況、栄養状態等に応じた高度の専門的知識及
び技術を要する健康の保持増進のための栄養の指導並びに特定多数人に対して継続的に食事を供給す
る施設における利用者の身体の状況、栄養状態、利用の状況等に応じた特別の配慮を必要とする給食

〔食事の提供たる療養の実際〕

１ 　入院時食事療養及び入院時生活療養の趣旨

　食事は医療の一環として提供されるべきものであり、それぞれ患者の病状に応じて必要とする栄
養量が与えられ、食事の質の向上と患者サービスの改善をめざして行われるべきものである。
　また、生活療養の温度、照明及び給水に関する療養環境は医療の一環として形成されるべきもの
であり、それぞれの患者の病状に応じて適切に行われるべきものである。
� （令 ２ . 3 . 5 　保医発0305第14号） １の⑴

２ 　食事療養部門及び食事療養担当者

　患者への食事提供については病棟関連部門と食事療養部門との連絡が十分とられていることが必
要である。� （令 ２ . 3 . 5 　保医発0305第14号） １の⑶
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管理及びこれらの施設に対する栄養改善上必要な指導等を行うことを業とする者」と明確化された。
　�　また、平成15年 ５ 月に施行された健康増進法第21条第 １項の規定により都道府県知事（保健所を設
置する市又は特別区にあっては、市長又は区長）により指定された「医学的な管理を必要とする者に
食事を供給する特定給食施設であって、継続的に １回300食以上又は １日750食以上の食事を供給す
る」施設にあっては、管理栄養士を置かなければならないことが規定されている。指定施設以外の特
定給食施設にあっても、当該特定給食施設に栄養士又は管理栄養士を置くように努めることが規定さ
れている。
　�　健康増進法において、特定給食施設は、適切な栄養管理を行わなければならない規定が設けられ、
その省令において、栄養管理の基準が定められている。

（参　考）
　健康増進法施行規則
（栄養管理の基準）
第 ９条　法第21条第 ３項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。
　一�　当該特定給食施設を利用して食事の供給を受ける者（以下「利用者」という。）の身体の状況、

栄養状態、生活習慣等（以下「身体の状況等」という。）を定期的に把握し、これらに基づき、適
当な熱量及び栄養素の量を満たす食事の提供及びその品質管理を行うとともに、これらの評価を行
うよう努めること。

　二�　食事の献立は、身体の状況等のほか、利用者の日常の食事の摂取量、嗜好等に配慮して作成する
よう努めること。

　三�　献立表の掲示並びに熱量及びたんぱく質、脂質、食塩等の主な栄養成分の表示等により、利用者
に対して、栄養に関する情報の提供を行うこと。

　四　献立表その他必要な帳簿等を適正に作成し、当該施設に備え付けること。
　五�　衛生の管理については、食品衛生法（昭和22年法律第233号）その他関係法令の定めるところに

よること。
〔解　説〕
　なお、食事療養を担当するには何人位が適当であるかは保険医療機関の実情、すなわち入院患者数、
厨房等の設備、機械器具の状況、特別食の数等から導き出され、一概にいえるものではない。標準的な
規模の医療機関の一般食の提供の場合と比べて、規模が小さくなるほど相対的な必要数は増え、特別食
の提供を行う施設にあっても、増員が必要となってくる。

〔解　説〕
　入院時食事療養（Ⅰ）及び入院時生活療養（Ⅰ）の届出を行う保険医療機関では、さらに、食事療養
を担当する部門は独立したものであって、その組織が診療部門系統の組織の中に位置づけられ、責任者
には食事療養に深い経験を有し、かつ栄養管理の知識に富む管理栄養士又は栄養士を当てることが求め
られている。
　また、従来の基準給食では、病院である保険医療機関のみが対象とされていたが、入院時食事療養費

　病院である保険医療機関にあっては入院時食事療養及び入院時生活療養の食事の提供たる療養を
担当する部門が組織化されており、常勤の管理栄養士又は栄養士が入院時食事療養及び入院時生活
療養の食事の提供たる療養部門の責任者となっていること。また、診療所にあっては管理栄養士又
は栄養士が入院時食事療養及び入院時生活療養の食事の提供たる療養の指導を行っている。
� （令 ２ . 3 . 5 　保医発0305第13号）別添の ２⑴
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の創設に伴い、入院時食事療養（Ⅰ）及び入院時生活療養（Ⅰ）の基準を満たす診療所においても、そ
の費用を算定することができることとなった。
　病院と診療所における要件の相違は、診療所は病院に比べ規模が小さく、食事療養の部門を組織化す
るまでに至らないことが多いことを勘案したものである。
　食事療養の指導は、医療機関による医療の一環として、患者に対する適切な医療を提供する観点から、
保険医療機関の職員である管理栄養士又は栄養士が行う必要がある。
　なお、平成24年改定において、入院料の算定要件として、常勤の管理栄養士の配置（有床診療所は非
常勤も可）が必須（経過措置あり）となった。平成26年改定では、見直しが行われ、病院については非
常勤の管理栄養士又は常勤の栄養士を配置の場合は入院料を減算（平成26年 7 月から）、有床診療所に
ついては常勤の管理栄養士の配置は加算により評価されることになった。

〔解　説〕
　平成 ８年 ３月26日医療法施行規則の一部改正により、病院給食の院外調理方法が認められることにな
った。

３ 　食事提供業務の委託

　食事の提供に関する業務は保険医療機関自らが行うことが望ましいが、保険医療機関の管理者が
業務遂行上必要な注意を果たし得るような体制と契約内容により、食事療養の質が確保される場合
には、保険医療機関の最終的責任の下で第三者に委託することができる。なお、業務の委託にあた
っては、医療法（昭和23年法律第205号）及び医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）の規定
によること。食事提供業務の第三者への一部委託については「医療法の一部を改正する法律の一部
の施行について」（平成 ５年 ２月15日健政発第98号厚生省健康政策局長通知）の第 ３及び「病院診
療所等の業務委託について」（平成 ５年 ２月15日指第14号厚生省健康政策局指導課長通知）に基づ
き行うこと。� （令 ２ . 3 . 5 　保医発0305第14号） １の⑵

４ 　食事療養業務

⑴　一般食における栄養補給量

　入院患者の栄養補給量は、本来、性、年齢、体位、身体活動レベル、病状等によって個々に適正
量が算定されるべき性質のものである。従って、一般食を提供している患者の栄養補給量について
も、患者個々に算定された医師の食事箋による栄養補給量又は栄養管理計画に基づく栄養補給量を
用いることを原則とするが、これらによらない場合には、次により算定する。なお、医師の食事箋
とは、医師の署名又は記名・押印がされたものを原則とするが、オーダリングシステム等により、
医師本人の指示によるものであることが確認できるものについても認める｡
　ア�　一般食患者の推定エネルギー必要量及び栄養素（脂質、たんぱく質、ビタミンＡ、ビタミン

Ｂ1、ビタミンＢ2、ビタミンＣ、カルシウム、鉄、ナトリウム（食塩）及び食物繊維）の食事
摂取基準については、健康増進法（平成14年法律第103号）第16条の ２に基づき定められた食
事摂取基準の数値を適切に用いる。

　　　なお、患者の体位、病状、身体活動レベル等を考慮する。
　　�　また、推定エネルギー必要量は治療方針にそって身体活動レベルや体重の増減等を考慮して
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〔解　説〕
　一般食とは、特別食以外で患者に提供される食事である。特別食の対象となっている疾病以外の患者
においても、患者個々人の疾病、栄養状態、摂食・嚥下の状態等を把握し、適切な栄養補給量の提供と
食形態への配慮が必要である。したがって、一般食を提供している患者の栄養補給量については、患者
の栄養状態等の把握に基づいた、患者個々に算定された医師の食事箋又は栄養管理計画による栄養補給
量を用いることが原則となる。
　これによらない場合には、「日本人の食事摂取基準」を用いることになるが、推定エネルギー必要量
は身体活動レベルや体重の増減を考慮して使用することとされている。
　さらに、「日本人の食事摂取基準」を用いる場合でも、あくまで献立作成の目安であり、食事の提供
に際しては、病状、身体活動レベル、栄養状態、アレルギー等の個々の患者特性について考慮する必要
がある。
　なお、「日本人の食事摂取基準」の数値等については、算定根拠等を理解して適切に活用する必要が
あり、「日本人の食事摂取基準（2020年版）」（令和 ２年 １月21日厚生労働省告示第10号〔食事による栄
養摂取量の基準〕）に解説されている。この2020年版は、令和 ２年度から令和 ６年度の 5年間にわたり
使用することとされ、その概要は厚生労働省のウェブサイトに掲載されている。
参考〈一般食〉
　一般食とは、特別食以外の患者食で、その食形態により常食、軟食、流動食等に区分する。
ａ　常　食
　�　常食は、おおむね普通の社会生活を営むことができる程度の患者を対象とする食事であり、米飯又
は軟飯とこれに相当する副食が用いられる。
ｂ　軟　食
　�　軟食とは、全粥、 ７分粥食、 ５分粥食、 ３分粥食、等がある。このうち、一般に用いられる軟食は、
３分粥、 ５分粥、全粥で、例えば、 ３分粥食は、主食は重湯 ７、全粥 ３の割合に、副食は消化器系統
に機械的刺激が少なく、かつ消化吸収の容易なものである。
ｃ　流動食
　�　流動食とは、流動体のもので構成され、残渣あるいは不消化物、刺激性調味料を含まず、かつ機械
的刺激がないものである。

適宜増減することが望ましい。
　イ�　アに示した食事摂取基準についてはあくまでも献立作成の目安であるが、食事の提供に際し

ては、病状、身体活動レベル、アレルギー等個々の患者の特性について十分考慮する。
� （令 ２ . 3 . 5 　保医発0305第14号） １の⑷
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